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野菜ジュースや⽸詰などの⽀援物資 業者による炊出し（七尾市） キッチンカー（⽯川県）

提供される弁当の例（能登町） セントラルキッチンでの炊き出しの様⼦

※町飲⾷店組合の炊き出しのみでは⾏
き届かない避難所・在宅避難者につ
いては、従来通り、ボランティア・
NPO等による炊き出しを実施
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能登半島地震における⾷事提供の事例
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 ⾷事については、スープ、レトルトの親⼦丼、カレー、⿂の煮物といった温めて⾷べられるものなど、避難⽣
活の⻑期化に応じた様々な物資をプッシュ型で⽀援。

 また、⾃衛隊やNPOなどによる炊き出しやキッチンカーの活⽤による⾷事の提供が⾏われてきたほか、セント
ラルキッチン⽅式で各避難所に配⾷することで⾷事⽀援を効率的に⾏うといった新たな取組が⾏われた。



⺠間事業者の例
（⼀般社団法⼈ ⽇本キッチンカー経営審議会）
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 全国の約700のキッチンカー事業者が加盟。災害時には、審議会に加盟するキッチンカーが各⾃治体の要請
に応じて避難所で炊き出しや物資輸送を担うなどの⽀援を実施。

 能登半島地震においては、全国の加盟キッチンカー事業者により約１年間炊き出し活動を実施し、約21万
⾷を提供。



災害救助法における炊き出しその他による⾷品の給与
（内閣府告⽰ 第３条第１項第１号）

救助の程度・⽅法等
〇 法による炊き出し等による⾷品の給与の対象者は、災害により避
難所に避難している者⼜は住家に被害を受け、若しくは災害により
現に炊事のできない者等、現に⾷物を得られないという状況が発⽣
した者であること。

〇 費⽤の限度額や救助期間について、⼀般基準での適切な救助の実
施が困難な場合は、特別基準を設定するなど柔軟に対応すること。
（⼀般基準）１，４８０円（１⼈１⽇当たり）、期間７⽇間
※別途、賃⾦職員等雇上費として⼈件費も対象となる場合がある。

〇 対象経費は、主⾷費、副⾷費、燃料費、炊飯器・鍋等の使⽤謝⾦
⼜は借上費、消耗器材費及び雑費。
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災害救助法 【制度概要】

目 的（第１条）

災害に対して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下

に、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図ること。

実施体制

・ 法に基づく救助は、都道府県知事が、災害が発生した市町村の区域内において、
現に救助を必要とする者に行う。（第２条第１項（法定受託事務））

・ 災害が発生するおそれがある場合において、国に災害対策本部が設置され、その
所管区域が告示されたときは、都道府県知事が、当該災害により被害を受けるおそ
れがあり、現に救助を必要とする者に行うことができる。（第２条第２項）

・ 必要に応じて、救助の実施に関する事務の一部を市町村長へ委任できる。
（第13条第１項）

・ 広域的な大規模災害に備えて、あらかじめ他の都道府県と協定を締結したり、発
災後に速やかに応援要請できる体制を整えておくことが望ましい。
（応援に要した費用については、被災県に全額求償可能）
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昭和22年10月18日法律第118号
平成25年10月厚生労働省より移管
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